	食品卸売業


天候不順や東日本大震災の影響もあり、食料品の取扱高は金額、数量ともに減少傾向にある。消費者の「食の安全・安心」への関心が高まり、食品の産地表示や鮮度、調理の簡便性等が重要視されている。消費者の節約志向が強まっているため、収益の確保は厳しくなっているが、仕入先の見直しや小売部門の強化、廃棄ロスの縮小等で対応している。生鮮品の鮮度保持のための設備投資等に意欲はあるものの、大規模投資には慎重姿勢の企業が多い。雇用も欠員補充が中心だが、インターネット等により、自社の取組や取扱食品の情報発信に力を入れる企業が増えている。
業界の概要
食品卸売業とは、農林水産省の定義によれば、「卸売市場の卸売業者・仲卸業者、商社及びその他の食品卸売業」（農林水産省「平成15年食品流通構造調査（青果物調査）結果の概要」より引用）をいう。

｢卸売市場｣の種類として、①中央卸売市場、②地方卸売市場、③その他市場に分類している。

「卸売業者」は、卸売市場内において、生鮮食品等を継続的かつ計画的に集荷し、仲卸業者又は売買参加者に販売する。
「仲卸業者」は、卸売市場内に店舗をもち、卸売業者から買い受けた食品を仕分け、調整して小売商、大口需要者等に販売する。

「商社」とは、海外取引を行う総合商社、専門商社及び輸入業者をいう。
「その他の食品卸売業」とは、食材卸問屋、場外問屋及び食品問屋など卸売市場以外で食品を卸売する事業所をいう。

高度成長時、青果物や水産物といった生鮮食料品の消費需要が大きく変化する中で、昭和46年に現在の卸売市場法制定により、卸売市場の計画的整備が行われ、我が国の生鮮食料品の流通構造は形成されてきた。

卸売市場がもつ価格発見機能は生鮮食料品の価格形成の中心的役割を果たしている。従来はせり中心に価格決定されていたが、近年、大型化した出荷者や量販店の希望を踏まえた生鮮食料品の価格設定等が増加し、従来のせり中心の取引形態から変化している。
流通面では、量販店等が産地と契約して卸売市場を通さない直接仕入や、輸入野菜の増加、インターネット通販の普及、加工処理された食材の増加等により、我が国の食品流通は構造変化を起こしつつある。

　大阪の地位

　経済産業省『平成19年　商業統計表（産業編）』によると、「飲食料品卸売業」の事業所数は全国で76,058事業所ある。従業者数については820,011人、年間商品販売額は75兆6,490億円となっている。

　一方、大阪府内の事業所数は、5,106事業所（全国比6.7％）、従業者数62,531人（同7.6％）、年間商品販売額7兆2,958億円（同9.6％）である。

　全国、大阪府ともに、時系列でみると市場規模は縮小傾向にある。

　販売は減少
　平成23年度の青果、水産物の取扱高は数量、金額ともに前年度比で減少した。これは、人口減少による市場縮小や個人所得の減少、少子高齢化、世帯構成の変化等の要因があげられる。

また、23年3月の東日本大震災以降、消費者の節約志向が更に強まり、夏季や冬季の天候不順の影響で不作になる青果物もあった。生鮮三品（青果・精肉・鮮魚）や米穀については、産地表示に敏感な消費者が増加し、西日本や海外からの仕入割合を高めるといった例がみられる。
　一方、ホテルや外食産業向けの業務卸では、消費者の内食志向の影響を受け、昨年並みの売上げにとどまる例もみられる。時間帯別では、昼間よりも夜間営業の飲食店が苦戦しており、酒類の売上げが減少傾向という企業もあった。この冬は寒い日が続いたことやインフルエンザの流行等もあり、得意先の来店客数が減ったことを一因にあげる企業もあった。

　商店街やロードサイドに立地する青果店や飲食店を得意先とする企業では、倒産や廃業による顧客の減少傾向に歯止めがかからない例がある一方で、卸売団地内で一般客への販売を行う企業では、周辺の駅前再開発やマンション建設で需要が伸び、卸売販売額と小売販売額の比率が逆転する例もある。なお、得意先の顧客層が高齢化、単身世帯化している傾向があり、発注ロットの小口化や個別包装等のニーズが高まっている。
　収益は悪化

　各社の競争は激しさを増しており、収益は厳しい状態が続いている。国内マーケットの縮小による取引量の減少に伴い、大手企業では、他社との合併や子会社の吸収等の業界再編が進んでいる。こうした中、物流センターの集約化や他社からの物流業務の受託、サプライチェーンの見直しや再構築、不採算取引からの撤退、自社PB商品の企画開発等により、収益構造の改善に努めている例がみられる。
　また、卸売部門の不振を補うために、川下である小売分野へ進出する例や、インターネット販売や通信販売、弁当等の宅配サービスを展開する例もみられる。

　設備投資は慎重
　外食産業を中心に、野菜や果物の鮮度保持するために最適な温度で保管・輸送する定温物流へのニーズが高まっており、食材の廃棄ロスを削減するために卸売業者は温度管理のできる設備投資が重要となっている。一般消費者への小売りに進出した企業でも、冷蔵・冷凍ショーケースや付帯設備に大規模な投資が必要となるため、食品卸売業は固定費の割合が高い業界と言われている。このため、電気料金等の節約効果が高い設備であっても買い替えには慎重となる企業が多い。
　雇用は限定的

　雇用については、欠員の補充を行う程度で、限定的である。小売部門の強化を図る企業では、女性のパートタイムの割合が増えている例もある。全体としても、得意先の減少や取扱量の減少により、先行きを不安視する経営者が多く、非正規従業員の割合を高めている。
　求められる情報発信力
　消費者の「食の安全・安心」への関心が高まり、食品の原料から製造・加工、流通・保管、販売までの過程を追跡するシステムであるトレーサビリティが重要視されるようになった。加えて、放射性物質の自主検査結果をホームページで公表する企業や、アンテナショップを開店して売れ筋商品や新商品情報を得意先にフィードバックするケースもある。大学や学会、薬剤師、栄養士等と提携して、第三者によるエビデンス（証拠）を自社製品に付与する企業もある。インターネットでは、こうした情報を直接、消費者に届けられるため、電子商取引に改めて注目する流通業者が増えている。
　今後の見通し
　景気や個人所得の回復が遅れていることや、税金や社会保障の不安もあり、消費者の節約志向は継続すると思われる。わが国のTPP（環太平洋経済連携協定）への対応も含め、食品業界の景気の先行きは不透明とする企業が多い。ここ数年取り組んできた国産ブランドや地産地消への取組については、消費者の安価な輸入品へのシフト傾向もみられるため、まずは消費者の食品への不安を払拭することが優先課題とみている。
（工藤　松太嘉）
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平成　６年度

7,213

83,031 10,909,281 96,224 1,017,921 104,335,285

    　９年度

6,425

76,087 10,406,989 87,437 930,190 97,847,794

    １１年度

6,873

83,778 10,358,553 94,376 1,020,123 99,731,705

    １４年度

6,215

78,443 8,757,848 83,595 918,242 84,273,701

    １６年度

5,954

70,795 7,423,961 84,539 887,159 86,389,838

    １９年度

5,106

62,531 7,295,847 76,058 820,011 75,649,023

資料：経済産業省『商業統計表（産業編）』、大阪府『大阪の商業』

（注）平成16年度までは「農畜産物・水産物卸売業」と「食料・飲料卸売業」の合計値。
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